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Working in Americaをどう読む
—キャペリ教授とジャコービィ教授の場合
伊藤健市
はじめに
2001年，マサチューセッツ工科大学(MIT)のポール・オスターマン(Paul
Osterman), トマス・A・コーキャン (ThomasA. Kochan), リチャード・
M ・ロック (RichardM. Locke), そしてマイケル・ J・ピオリ (Michael 
J. Piore) の 4人による Workingin America: A Blueprint for the New 
Labor Market (MIT Press)が出版された。彼らが， MITの傑出した研
究者であることは周知の事実である。彼らの業績の質の高さと内容の豊富
さには驚愕させられる。ロック教授を除く 3人のこれまでの主張を要約す
れば，次のようになるであろう。
80年代は，アメリカの経済と労働市場にとって転機となった。その原因
は，輸入の拡大と規制緩和が，工場閉鎖，労働者の解雇，譲歩交渉，組合
の衰退そして臨時的な仕事の増大をもたらしたことにある。ところが，
ホワイトハウスと議会を取り巻く保守的なムードが社会保険と雇用法にお
ける前進を妨害した。さらに，ニューデイール・システムが弱体化すると
ともにそれに代わるシステムが登場してきた。いうまでもなく市場原理
に基づくシステムである。企業は，フレキシビリティを高めるために，高
業績業務システムと総称される，知識とスキルが欠かせないチーム・ベー
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スや参加型の仕事のやり方を採用し始めたc そういった動きのなかで．組
合のなかには仕事の価値の変化と新しいタイプの雇用関係に適応する革新
的な組織構築に取り組んでいるものがある。
今回の書物は．以上のような内容をもつ彼らのこれまでの研究を集大成
した上で， 21世紀における新たな展望を切り開こうとする意欲的な作品で
ある。この研究ノートでは， Workingin Americaをどのように読めばい
いのかを，アメリカの労使関係分野における権威的雑誌であるIndustrial
and Labor Relations Review誌の第54巻第4号 (02年7月）における“レ
ビュー・シンポジウム＂の 2人のコメントをもとに紹介したいと思う()
1 . "レビュー・シンポジウム”
オスターマン教授らは， Working in Americaの「n・;文」を次のような
ー文で締め括っておられる（）「本書で提起した考えがここで取り卜けげられ
ている諸問題に対する輻広い全国レベルの対話の第一歩となることを希咆
しているし，必ずや続くであろう議論を心待ちにしている」， と。この彼
らの願いの舟ISは， Industrialand Labor Relations Review誌の“レビュー・
シンポジウム”で叶えられた。このシンポジウムは， 6名のコメンテータ
ーのコメントで構成されている。その内容を紹介する前に同誌の編集者
の1人であるコーネル大学のハリー・ C・カッツ (HarryC. Katz)教授
の「序文」を取り t.げておきたい（以下の引用はすべて同誌からのもので
あるがその引用ページは割愛させて頂く。なお， l f内は伊藤の注記で
ある）。
カッツ教授は，「労働政策はアメリカでは人気のある問題ではないし，
夕方のニュースやメデイアでめったに取り上げられるものではないが」，
「ますます拡大する格差，雇用不安，経済競争力といった社会的な関心事
の根幹に横たわる」問題であるとした上で， Workingin Americaは，こ
ういった「労働政策の重要性とそれが全国規模の政策論議で限られた注H
しか集めていないという矛盾」が刺激となってできあがったものであると
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指摘されている。その上で，オスターマン教授ら 4名の著者の提案の中心
には，「アメリカの労働政策と制度が，現代の経済で起こっている転換や
不安定性の観点から見て時代遅れのものになっている」ことや，「既存の
法と政策が，フレキシビリティと競争力を求める企業の要求と，所得や雇
用機会を求める労働者の要求とをバランスさせる際に必要となる権利擁
護教育訓練転職をほとんど支援していない」点があるが，「新たに出
現しつつある建設的な多くの制度を強調しつつも，今後も労働市場の仲介
機関やアメリカの労働法と経済政策における根本的な変革の必要性も理解
されている」と評価されている。さらに， カッツ教授は， Workingin 
Americaを読む際に，以下の 6つの論点に着目すべきことを指摘されてい
る。つまり，①伝統的な内部労働市場の普及度はどの程度まで低下したの
か，②民間部門の政策介入に対して公的部門の政策介入が求められる範囲，
③政策は国家規模の教育訓練あるいは労働者の代表制に対する要求を満た
す必要があること，④適切な国際的労働政策，⑤さまざまな政策の推奨に
対する経験⑥価値に基準を置いた政策擁護の適否，である。
この“レビュー・シンポジウム”の 6人のコメンテーターのコメントす
べてを取り上げるスペースはない。そこで以下では， ピーター・キャペリ
(Peter Cappelli) 教授 ("Whatwill the Future of Employment Policy 
Look Like?") とサンフォード・ M ・ジャコービィ (Sanford M. Jacoby) 
教授 ("Meanand Variance")のコメントを取り上げたいと思う。この 2
人に絞った理由は，それぞれの主著が日本語で読めるからである。キャペ
リ教授のTheNew Deal at Workは『雇用の未来』（若山由美訳， 日本経済
新聞社， 2001年），ジャコービィ教授のModernManorsは『会社荘園制』（内
田一秀•中本和秀•鈴木良始• 平尾武久• 森 呆訳，北海道大学図書刊行
会， 1999年）としてすでに洛陽の紙価を高めている。さらにこの 2人が
California Management Review誌の第42巻第 1号 (1999年秋号）で「キャ
リア型の仕事」（わが国の終身雇用慣行に近い長期雇用を前提とした仕事
で，そこでキャリアが形成される）を巡って展開した「論争」も日本語で
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読めるからである。それは，筆者が，「サンフォード ・M・ジャコービィ
著『キャリア型の仕事は絶滅に向かう運命か』」と「ピーター・キャペリ
著『キャリア型の仕事は消滅した』」として， 『関西大学人権問題研究室紀
要』（第47・48号）に訳出している。そして，先の訳書とこの「論争」で
明らかなように， この 2人は「キャリア型の仕事」を巡ってまったく対照
的な立場を採っておられるからである。そしてこの点は， Workingin 
Americaの評価に関しても圃じなのである。まず同書の主張に対して懐
疑的なキャペリ教授から始めよう。
2. キャペリ教授のコメント
キャペリ教授は，「多くの人々は，政策研究者たちが何批代にもわたっ
て想像してきた種類の重要な政策介人の機会を待ち続けている。しかし私
は， ドラマチックな雇用政策の時代が遠からず到来するかどうか疑わしい
と思っている。その理由の 1つは政治的なものでありもう 1つは政策か
,n-場経済のなかでどのように機能できるかという点について一般に広まっ
ている考え方に懐疑的だからという理由である」として，オスターマン教
授らの結論と貞っ向から対立する上張を展開している。なぜそう言えるの
か。キャペリ教授は，オスターマン教授らと詞様，屈用・労働政策のH標
がシフトしたという点では同じなのであるがその先が違うのである。ま
ず， どういった点に政策H標のシフトがあったとキャペリ教授は見ておら
れるのであろうか。重要な点であるので，教授の言われることをそのまま
引用しておこう。
「1990年代にアメリカの雇用政策は，政界における変化とともに，ニュ
ーデイール型の雇用政策を推進した規範であった従業員を企業から守ると
いう目標から離れて，企業の競争力を推進するというまったく別のH標に
明らかにシフトした。このシフトの前兆は， 1970年代後半と1980年代初め
に，規制緩和と特に増大する外国との競争と結びついた競争の激化のなか
ですでに見られていたものであった。競争の激化によって多くの産業は明
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らかに経済的に傷つきやすいものとなった。企業をチェックし続けるため
には，組合と政府規制という形での拮抗力が必要だとする1967年にジョン・
ケネス・ガルブレイス (JohnKenneth Galbraith)が示した考えや彼以外
の人たちがはっきりと表明した産業界版のニューデイール (NewDeal 
version of the industrial world)は，多くの会社が強靭な海外の競争相手
の挑戦を受けて，競争するかあるいは場合によっては生き残ることに苦闘
している間に，そのほとんどが崩壊してしまった。企業は，一般大衆や議
会議員に対し，ただ困難に直面していると訴えただけはない。少なくとも
企業が抱える問題の一部は，企業の手足を縛る次のような事実にあるとロ
ビー活動で訴えたのである。すなわち， まず第 1に，組合との協約が，企
業のコストを高め，変化する市場に適合するためのフレキシビリティを制
限している。そして第 2には，（何度も譲歩交渉を重ねた後にも）雇用規
制を含む政府の規制がコストの増大やフレキシビリティの制限をもたらし
ている」と。
キャペリ教授は，「組合との協約や保護意識の強い労働立法は明らかに
従業貝に対して利益をもたらしていたが， より重大な目標が企業の競争力
の改善にあるとするなら，そういったやり方は企業に害を及ぽす以外に何
ができたのであろうか。政界を変えたのは，競争力強化という社会の目標
がもつ重要性」であったとして，労働者の保護よりも企業の競争力強化に
政策目標がシフトしたと論じておられ，この点を一定評価されているので
ある。また，世論もこういった政界の立場を支えていた。ある世論調在に
よれば「1980年代初めに規制という政府の介入はアメリカにとって脅
威であったという考え方が強まり始め，乱暴に言ってしまえばそれ以来
そういった捉え方が今日までに倍増した。同じく，‘‘大労組”が脅威であ
るという考え方も，現実には組合の力が低下していた1980年代前半に増加
したのである。」その背後にあったのは，企業に対する制約を取り除く，
レーガン政権以降の規制緩和を柱とした政策であったことは言うまでもな
い。
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さて，政策課題となったアメリカ企業の競争力強化に対し， 1980年代後
平に 2つの方法が導人されていたことも周知の事実である。最初の方法は，
終身雇用や労働者の徹底した教育といったH本式の生産と雇用慣行の採用
であった。 2つ目の方法は， ドイツとスカンジナビア諸国での青年徒弟制
度や仕事を基盤とした学習システムであった。ところが．これらの方法は
ともに， ドイツ，特に H本経済の相対的な凋落と．アメリカ経済の驚くべ
き復活という非常に注Hに値する国際競争力の再編によって．「1990年代
にはその上辺だけの正当性も失ってしまった」のである。
こういった日本やドイツのやり方の対極に位置していたのがジェネラ
ル・エレクトリック社 (GeneralElectric, GE)の採った方法であった()
ジャック・ウェルチ (JackWelch) に率いられたGEは，「非牛産的な事
業の容赦のない閉鎖，“請負の活用”によるレイオフの促進．従業貝の10
％にのぽった業績イ屯振者の強制的な解雇」を行ったのであり．「『フレキシ
ビリティ』ー一業績の良くない事業を閉鎖し，イ沌、必要な従業員を解雇し．
業績の伴わない人物を解雇し，そして新しいスキルをもっている人物を扉
うことによってリストラクチャリングする能力 の追求こそが，ヨーロ
ッパやH本の競争相手の経験と比べて，なぜアメリカが成功したかを説明
する要因である」とする実業界のt張が登場したのである。その結果．「ア
メリカが1980年代に日本からの教えを吸収しようと試行錯誤したのとまさ
に同じように現在アメリカ以外の［業国はアメリカ流のフレキシビ
リティがもつ利益について，際限のない教えを受けている」といった状況
が生まれたのである。以上がアメリカ経済に復活をもたらした要因であり，
アメリカ経済の復活が90年代後半に生じた理由である， とキャペリ教授は
指摘される。
アメリカ経済の復活，あるいはアメリカ企業の競争力強化をもたらした
のがこういった“フレキシビリティ”であったとするならばそれがアメ
リカの雇用・労働政策に及ぼした影響も次のように理解できる。この点は，
オスターマン教授らとキャペリ教授との理解がまったく違う点でありな
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おかつ非常に重要な論点であるので，少し長いがそのまま引用しておく。
そこには，オスターマン教授らが描く，"革新的な試み”あるいは“革新
的な取り組み”の実験の場とは違う，地方や州，そして連邦政府の姿が浮
き彫りにされているのである。
「1990年代初め以降最も重要な変化ば州レベルと地方レベルで見られ
た。そこは雇用政策に本当の意味での革命が見られた場所で，そういった
革命は，進んで事業展開しようとする企業の意欲と，そういった企業を誘
致し，留めておきたい地方自治体の願望によって推進されていた。雇用政
策が，地方の企業が競争するのを支援すべきことば州レベルにおいては既
定の事実である。現在，民主党の会派である“ニュー・デモクラッツ (New
Democrats)"が労働者に関心をもつ民主党の中心に位置し，その主流と
なっていることは間違いない。この“ニュー・デモクラッツ”ですら，そ
の雇用政策に関する推進項目リストはすべて企業の効率化に向けた支援と
関係しているのである。そして， 1990年代半ば以降，朴lレベルと地方レベ
ルにおける新しい政策の焦点は，企業が以下のことを従来より容易にかつ
安価にできるようにする点に合わされていた。すなわち，企業が有能な労
働者を見出し，訓練コストを削減し，そして，おそらく最も物議を醸す点
であろうが，リストラクチャリングやダウンサイジングに関するコストを
削減すること，である。例えば， 48の州が企業の訓練コストを補助する資
金を提供している。そういった補助を目的とした諸資金は，おそらく州に
企業を誘致するための一括条項の一部として組み込まれており，その約30
％が州に新しく進出しそこで新規に労働者を雇用する企業に割り振られ，
そして40%が事業規模を拡大しようとしている既存企業向けとなってい
る。ほとんどの州には企業の雇用に助成金を支給する別の政策もあり，そ
こでもまた，少なくとも従業員に関する人員削減のコストのいくらかを埋
め合わせている。
連邦レベルでは， 1994年の学校から仕事への就労機会法(School-to-Work
Opportunities Act)がインフラ開発の際に州と地方の関係諸機関を支援
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した。そのインフラは，最初は職場に馴染むのに苦労した学生たちに手を
貸すという目標をもって．仕事ベースの学習機会を提供するために学校と
地方の企業を結びつけようとするものであった。労働市場が逼迫した時，
企業はこのプログラムが採川すべき優秀な学生を見出す手段として利用で
きることを発見し．その活用が爆発的に増加した。現在アメリカのほぼ
全事業所は，それぞれの所在地域の学校との間に何らかの公式な関係をも
ち， ジョブ・シャドウイング (jobshadowing)やジョプ・メンタリング (job
mentoring) といったプログラムの出現は1997年から2000年までに事実卜．
2倍になった。 1998年の労働力育成・開発法 (WorkForce Development 
Act) は．それまでの連邦t導の職業訓練モデルを州が職業訓練の組織
化にド大な裁量権を行使できるモデルと償き換えた。これら 2つのプログ
ラムは，企業が付能な労働者を確保する際のコストを削減したのである。」
キャペリ教授が注Hされるのは， こういった地方や、卜M.そして連邦政府
に見られる企業の競争力強化を支援する政策の氾濫であり，障害をもつア
メリカ人法 (Americanswith Disabilities Act. 1990年）や家族・医療休
暇法 (Familyand Medical Leave Act. 1993年）といった法律によって労
働者の保護が一定拡大していたとしても，それは「遅々としたペース」で
あったという点である。その結果， 日ドの雇川・労働政策が自己矛盾をき
たしていると次のように指摘される。「共和党政権が企業に対する規制を
撤廃しようとしているのに，裁判所がそれを拡大しているのである。ニュ
ーデイール期以降の連邦法は依然として終身雇用モデルに基づいているの
に対し，各州の政策は新規採用とレイオフに基づくアプローチを支援して
いるのである。これらの矛盾がただ大きな誤解であると考えることは間違
いであろう。それらは政治レベルの違い（例えば fl-Iレベルの政策は企業
のより大きな流動化を反映する）において異なる政治的な現実を反映して
いる。より基本的なことには，従業員保護と企業の競争力という基本的な
目標が対立するように思われるところでは，政治上の社会的プライオリテ
ィに関して意見の一致が見られない」のである。そういったなかで，
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Working in Americaが主題とする扉用・労働政策はどういった方向性を
とればいいのか。
1つの方向は．オスターマン教授らが提唱しているものである。それは，
「従業員保護と従業員に役立つよう設計されたプログラムの拡大」である。
この提案は．アメリカ企業の競争力強化が従業員の利益にとって追い風に
はならなかったという主張に基づくものである。だが， 1990年代の半ばま
で． リストラクチャリングのコスト負担や給与と扉用保障での不確実性の
増大といった形で従業員にシフトしていたリスクが示すように．アメリカ
の繁栄が労働者に良い影響を与えていなかったことが事実だとしても，
「1990年代半ば以降労働市場がさらに逼迫したことで．労働者ははるか
にうまくやっている。例えば医療保険保障の小ささが1990年代初めに主
要な政策上の懸念であったが．その範囲はかなり拡大し， 1993年以降は年々
増加している。例えば従業員200人未満の企業で医療給付を提供してい
た企業の割合は， 1998年から2000年の間に54%から67%にまで増大した。
低い失業率は，職に就きたがっていたほとんどの人々が職を見つけたこと
を意味し，いくつかの推計は1990年代後半の貧困率がかなり低下したこと
を示している」のである。結局のところ．企業の競争力強化という政策が
功を奏したとするのがキャペリ教授の立場である。もちろん. Working 
in Americaで指摘されている低賃金階層の劣悪な生活水準といった問題が
残されていることも事実である。また，組合の形をとった労働者の“発言
権”の拡大という提案や．貧困率の低下とは裏腹に経済的不平等そのもの
が拡大している事態を改善すべきだという提案なども重要である． と指摘
されている。
こういった競争力強化とは別に，労働者を中心に置いた政策目標を設定
することももちろん可能である。この点こそがオスターマン教授らが取り
組んでいる問題であり，キャペリ教授が「政治問題化」しすぎているとい
うことで排除された問題である。その際キャペリ教授が言われるように，
「そういった目標を推進することは政策領域で 2つの絶大な力をもつ主張
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に挑戦すること」が必要となる。最初の主張は，「アメリカの競争力が増
大した理由の一端は，他の国々に比べてアメリカでは雇用に関する規制と
その実施権限が弱かったという事実にあるという実業界の主張である。」
この主張が正しいとすれば，政府が雇用規制を強める形で労働者の保護を
行った場合には，企業の競争力強化を目指した政策目標が無に帰してしま
うしそれは，一定の恩恵を被った労働者にとっても得策ではない。もう
1つは，「労働者の状態を改善させる最善策は，労働市場の逼迫であり，
そして先に指摘した証拠のいくつかがポ唆するように. 1990年代末の労働
市場の逼迫が労働者を取り巻く多くの問題を処理し始めていたという主張
である。」ただ，このt張には，労働市場がどの程度逼迫すれば労働者が
利益を得られるのか，そして， どのクラスの労働者（全労働者なのか，流
動的な労働者なのか）が利益を得るのかがはっきりせず，政策対象を特定
しにくいという問題がある。また， 1990年代末まで，労働者が逼迫した労
働市場から利益を得ていたことが事実であったとしても，政策によって—-·
定レベルの労働需要を維持できるのか， といった問題もある。
そこでキャペリ教授は，政府規制という手段を除いて考えると，オス
ターマン教授らが取り上げていることは労働者の利益を増進する代替的な
方策である， とする。それは，結局のところ，伝統的なアプローチと似た
もので地方自治体による規制，団体交渉，権利擁護組織による企業への
プレッシャーを柱としたものである。だがそこにも問題がある。そうい
った「代替策は，企業間で運営されている協力的な職業訓練プログラム
(cooperative training programs)のような任意的なメカニズムを含んで
いる。小企業のための地域の職業訓練コンソーシアム (regionaltraining 
consortia) は現在多くの注目を集めているが，実際にどの程度機能する
かはまだ明確ではない。企業の利益になるだけでなく従業員の利益にもな
るような取り組みを率先して行う個別企業や小企業のグループも常に存在
していた。そういった意欲的な取り組みを政策のためのモデルとして使う
際の厄介な問題は，それを拡大できるかどうかほとんど分からない点にあ
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る。自らの意志でそういった取り組みを採用する企業は，広報活動に特別
の関心を示すという特異な理由をもつ傾向があるからである。職業訓練と
いった問題を扱うボランタリーな組織は，一般に労働市場で起きているこ
とに基づいて，出現したり消えたりする。もしこれらのプログラムがボ
ランタリーなままであるなら，その場合には規模の点で不十分である。も
しそれらが義務となるなら，それをうまく履行できない企業は当然，競争
上の問題を提起する。」その結果，「州と地方自治体の政策はおそらく企業
の競争力に焦点を合わせ続けるであろうという事実がこれに追加されるこ
とで，労働者向けの政策の範囲は次第に狭められたものになると言って間
違いはない」というのがキャペリ教授の批判である。
では，キャペリ教授はどういった政策が良いと考えておられるのか。こ
の点に関しては，政府の政策が採るべき方向性として次の点を指摘されて
いる。すなわち，政府は「企業責任を強制するよりもむしろこれらの問題
l医療保険の適用拡大あるいは所得保護といった社会問題｝に直接取り組
むことである。勤労所得税額控除 (EarnedIncome Tax Credit), 低賃金
労働者のために朴Iが資金援助する医療保険，そして個人が高等教育を受け
るための支援金が直接介入の最近の例である。（政府がインフラを築き，
学校から就労へのプログラム (school-to-workprograms)あるいは地域
の技能コンソーシアム (regionalskils consortia)のようにそれを使う
ために企業に助成金を支給するという）先に指摘されたボランタリーなア
プローチも，逼迫した労働市場が企業に適切な誘因を与える時には従業員
を助けることになる。」
3. ジャコービィ教授のコメント
以上のような，オスターマン教授らの主張に懐疑的で，それを外在的に
批判されるキャペリ教授の見解と違い，彼らの主張に一定好意的で，内在
的に批判されるジャコービィ教授の見解を見てゆこう。
ジャコービィ教授は， Workingin Americaでオスターマン教授らが「H
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下の労働市場を理解し，将来のための政策改革を提案」することをH的に
しているとの認識から出発される。この点は．これまで教授らが長年にわ
たって取り組まれてきた間題でもあるが，今回のWorkingin Americaで
は特に1980年代と比べて，以下の 3点で労働者を取り巻く環境に変化が
見られるとオスターマン教授らが理解されている点を強調されている。
最も大きな変化は，「大企業がもっていた重要性および組織志向刑の扉
用慣行の衰退であるように思われる。雇用保障は低下し．忠誠心は衰退し
ている」点にある。特に，ホワイトカラーの間ではそうである。 Working
in Americaでは．「ホワイトカラーの内部労働市場の崩壊と，そういった
内部労働市場がより市場志向型の態勢に取って代わられたことを立証して
いる。 1980年代に始まった多様化のプロセスは，雇用関係に『途方もない
変化』が生じているという、点まで進行している」ことから，「大企業とキ
ャリア型の仕事を中心に構築されたアメリカの公的・私的な雇用規制のシ
ステムを総点検」しているのである。 2つHの変化は，労働者間の「格差」
の拡大である。オスターマン教授らがケースとして取り上げられたシスコ
システムズ社の従業員のように，その知的資本と転職能力の高さを認めら
れて企業から特典を得ている従業員がいる一方で，低賃金で雇用されてい
る人々が増えているのである。 3つ目の変化は，「 l所得や富がl分配され
る方法における不平等や i公平性や民主主義といっか価値観の規範とな
るもの」の重視である。現在，「テクノロジーやグローバル化だけではな
く投資家資本主義が，市場志向型の雇用関係へのシフトを促していると言
われている。だが投資家に良いものが長期的に見れば従業貝あるいは企
業革新のためになるとは限らない」のである。この点に関してオスターマ
ン教授らは，「仕事における新しい社会契約の基盤をなす一連の価値」を
提示している。それは，尊厳の源としての仕事，生活賃金，機会の多様性
と均等性，団結あるいは社会的な結束，そして発言と参加である。
こうした変化に対応するためのオスターマン教授らの提案を，ジャコー
ビィ教授は次のように要約されている。まず，産業別組合，大企業，そし
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て連邦政府というニューデイールの三本柱に加えて，多くのプレーヤーが
政策ゲームに参加しなければならない。具体的には「権利擁護グループ（コ
ミュニティー組織，専門職業人の組合，移民の組織，低賃金労働者が抱え
る問題に焦点を合わせた州政府と地方自治体の政治的連合），訓練と生涯
学習グループ（民間部門の産業協議会，仕事と家庭生活の支援組織，教育
のための連携），そしてジョブ・マッチング・グループ（人材派遣会社，
インターネット上の求職サイト）」である。なかでも連邦政府は，「経済全
体にかかわる制度を設計する代わりに地方で行われている実験の推進役
と評価者にならなければならない」し，「既存の諸施策は，企業を中心に
ものを考えるというこれまでのやり方を改め，流動化とポータビリティを
促すように再設計されねばならない。」
こういった要約を踏まえた上で，ジャコービィ教授の目的は，「Working
in Americaがあまりにも l統計で言う1分散 (variance)に焦点を当てす
ぎたがゆえに，中心部での動きを十分に見ていない点」を論じることにあ
る。その際の前提は，「『旧い』扉用関係は，量的にもそして規範としても，
依然として重要である。しかも，新しいアプローチが必要だと主張されて
いる割には，そういった新しいアプローチを制度化する方法に関して説得
力ある説明を著者たちは提供していないのである。新しいアプローチは，
大多数の労働者に共通する問題を扱う政治的連携を必要とする。実験は素
晴らしいのだが，ダメージは受けているものの，まだ壊れていないシステ
ムをさらに弱体化させることがないよう用心しなくてはならない」とする
ものである。
ジャコービィ教授は，非正規 (nonstandard)の仕事（教授の定義では，
派遣労働者 (temporaryhelp), オンコール・ワーカー (on-call), そして
業務請負企業労働者 (contractjobs)) を具体例に，「｛統計で言う 1分散
に焦点を当てすぎた」弊害を次のように述べておられる。非正規の仕事は，
「労働市場に見られる新たな多様性の多くをもたらしている」のだが，一
般に理解されているほどには広まっておらず，「そういった仕事が柔軟な
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働き方を提供しているにもかかわらずこの種の仕事に就いている労働者
の多くは自分たちを正規のフルタイムの労働者よりも劣った存在だと見
なしているのである。」また，「非正規の仕事は過去20年間に増えているが，
そういった仕事に就いている人は依然としてアメリカ人労働者のわずか 3
％を数えるだけである。労働統計局は，非正規という定義とは異なるけれ
ども関連している『非典型労働者 (contingentworkers)』という概念を
用いるがその比率を就業者の 2%から 4%の範囲と推計している。労働
力不足が正規の仕事に変わる機会を労働者に与えたことでこの数字は
1990年代後半にドがっている。半分以卜．の非典型労働者は，正規の職を希
望すると言っているのである。」また，「1994年の11%から1999年の10%ま
で，労働者に占める目営業者の割合も減少している。この点は．起粟家の
時代といったレトリックにもかかわらず，自分一人でリスクに立ち向かう
のは，企業が守ってくれるのに比べて， さほど魅}]的ではないことをホ唆
している。最後に，パートタイマーは労働）J人口の16%を数えるかなり大
きな部分である。しかし， この割合は70年代初期とほとんど同じである。
これらパートタイマーの大部分は 自分の意志でパートタイマーとして働
くことを選んだのであり，なかには何年もの間同じ企業で働いている者も
いる。だがパートタイマーの約30%は可能であれば正規雇用を希望して
いるのである。」最後に，それ以外の労働市場にいる人々である。「1990年
代には，一般に思われているほどには仕事の安定と雇用保障が変化してい
ないことを示唆する文献が増えている。しかも， 1990年代の企業は専門職
や管理職を解雇する傾向があった。そういった現象は， lIBMやコダック
社といった｝雇用の安定を提供するという評判を得ていた企業が業績不振
に陥った場合や， i収益が上がっていることからlことさら従業員を解雇
する状況に直面していなかった企業で見られたのである。さらに，企業は
現在，年金と医療保険の適用率を引きFげていることからも分かるように，
多くのリスクを企業から従業員に移している。けれども，アメリカの成人
の35%が (1970年代後半の40%から下がったとはいえ）， 10年あるいはそ
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れ以上継続するであろうキャリア型の職で雁用され続けているのを認める
ことが重要である。こういった仕事では，その人事政策は依然として組織
的な要件によって影響を受け，企業が提供する訓練を必要としている。さ
らに， 1990年代に創出された新しい仕事は本質的には既存の仕事と違った
ものではない。最後に，中規模から大規模の企業がなくなったわけではな
い。企業の規模は，おそらく情報技術，職業訓練サービス，それ以外の領
域で見られた規模の経済の追求によって（製造業以外では） 1990年代に拡
大」したのである。
長々と引用してきたがジャコービィ教授が主張されたいことは，非正
規雇用といった周辺部での変化を強調するあまり，中心部ではさほど変化
していない点が見逃されてしまっている， ということである。そうだとす
れば，「まだ壊れていないシステムをさらに弱体化させることがないよう」
にするにはどうすればいいのか。その際には，「労働市場のリスクに対処
するために，企業をベースとした既存のシステムを強化するのに何ができ
るのか」を問うてみなければならない， というのが教授の立場である。そ
こでは，「公共政策は，企業が提供する訓練を促進し，高業績業務活動を
広め，そして雇用の安定性・医療保険給付• 高齢者の雇用保障といった分
野で企業が従業員への約束を果たすのを支援することに集中すべき」こと
になる。教授は，考えられるアプローチの 1つとして交付金の支給を挙げ，
いくつかの具体例を示されている。例えば「レイオフ回避のためにワーク・
シェアリングを導入する場合に失業保険を適用すること。農業エクステン
ション型のプログラムで人的資源管理者が『優れた実践成功例』について
学ぶのを援助すること，そしてコスト削減を目標とする医療保険システム
改革」などである。さらに，別のアプローチとして「従業員を訓練し，適
切な給付を提供し， レイオフから守る企業に優遇税制措置や規制緩和措置
を講じること」も指摘しておられる。
従業員の望むものを企業は提供している， という感覚を確保する上で重
要になってくるのが従業員の発言権である。従業員の発言権の確保には，
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オスターマン教授らが指摘されている従業員代表制の活用とともに次の
2点が必要である。まず第 1に，「企業が株主だけではなく．企業に対し
てかなりの利害関係をもっている他の存在――主として従業員一ーに責任
がもてるよう」にコーポレート・ガヴァナンスを変更することである。第
2に，「仕事に関する価値観の変更と社会的責任の再主張」である。「我々
は，今Hの経済がかかえるリスクのレベルを変えることはできないが リ
スクがどのように経済ゲームの参加者の間で分かち合われるかを律するル
ールは変えることができる」とされるのがジャコービィ教授の立場である。
しかもこういったことは，ニューデイール刑のやり方に欠けていたフレ
キシビリティの追加とともに行われなければならないのである。例えば
諸給付のポータビリティを高めたり失業者が失業保険の有資格者となる
手続きを簡略化すべきである， とジャコービィ教授は主張されている。
そういった点を別にしても， ジャコービィ教授は， Workingin 
Americaの政策に対する見通しは，「リベラルで，多元的共存iこ義者の間
題解決刑という意味でf 実用主義に近い」とされる。多元t義および実用
t義という側面は，多種類のコミュニティー・グループやその他の社会的
なアクターによる多様な試みを強調する点に示されている。しかしこう
いったさまざまなグループの間には「共通した優先順位という意識がない
ことから， グループ間の反Hが生まれ， 自分たちを分断• 各個撃破戦術の
格好の標的にしてしまっている。」そこでは，「アメリカの労働大衆を団結
に向かわせる問題は何か，そういった問題に対処できるアクターは誰なの
か」と尋ねることが必要になる。団結や連帯を構築しようとする際，留意
しなければならないのは，「低所得階層とT.業労働者だけでなく，教育水
準の高い専門家，技術者，管理者が抱える問題に注目すること」である。
というのも，「公務員を例外として，労働運動はこういった集団を代弁し
てこなかったし，彼らから敬意を払われることもなかった」からである。
けれども，「中産階級とそれより経済的に下の階層にいる人々との連携が
構築されないなら，抜本的な改革を成し遂げることは不可能」である。と
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りわけ，繁栄のなかで格差が拡大することは，社会ダーウィニズムの再現
という厄介な問題を招来しているのである。そういった事態になれば社
会的な連携の達成はより困難になる。中産階級が市場経済の改革にとって
重要な因子であることはこれまでのアメリカの歴史が教えている。この点
は，ニューデイール期を事例に次のように指摘しておられる。「ニューデ
ィールを生み出した10年間は窮乏の時代であったとはいえ，大恐慌は，労
働者，中産階級の専門家，所有者階級といったすべての者に影響を及ぽし，
階級を平準化する社会的機能を果たした。階級の違いあるいは地域の違い
にかかわらず，全員が同じ船に乗っているという感覚は，広範な経済改革
に対する支持を燃え立たせたのであった。第 2次世界大戦はこれを勢いづ
かせた。別の言い方をすれば，大恐慌と第 2次世界大戦が中産階級と他の
集団が共通の意識をもつ礎を作ったのであり，そのなかで中産階級が他の
集団を支持するようになったことで初めて， 1910年代と20年代の移民政策
をベースとした実用主義的な社会実験が成功を見ることになったのであ
る」，と。
こういった観点からすれば，我々は，アメリカの市場制度の改革に対し
てニューデイールが果たしたのと同じような「有望な時代」にいる。「成
長スピードの減速，株価の下落，失業率の増加は，中産階級が抱く次のよ
うな密かな心配を駆り立てた。つまり，より下の階層に移動するのではと
いう恐れ，報われない忠誠心，そしてむき出しのリスクである。エンロン
社の瓦解，そしてコーポレート・ガヴァナンスや規制緩和といった他の失
敗は，人々の市場に対する信頼を根底から突き崩した。一方， 9月11日以
降の出来事は，アメリカ人が社会的な関係性を渇望し，そして政府の役割
を強調する見解を受け入れる用意があることを示している。我々が目にし
ているリスクは，職場，コミュニティー，国で共有されている， という理
解が出現しつつある」のである。だが，そこに欠けているものがある。そ
れは，「共通の運命という意識を中心に集団を団結させる政治的なビジョ
ン」である。このビジョンが明確な形をとった時，「雇用保障．仕事の上
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での公平性，職場での参加． といったことを保証するアメリカ独特の『複
合的な』システムを強化するためのコンセンサスが形成」できるのであり，
そういったビジョンを明瞭に表現するのが政界の指導層や研究者の課題で
ある。その際研究者が参考とすべきモデルとなるのがWorkingin 
Americaである。
（付記： Working in Americaは『ワーキング・イン・アメリカ』（伊藤健市・中川誠士・
堀 龍二訳）としてミネルヴァ書房より 4月刊。）
